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１ 前回の中期運営計画の総括と策定趣旨 

 
（１） これまでの歩みと前期中期運営計画での取組み   

当法人は、昭和52年8月の設立以来、京都府立の福祉・医療施設の管理運営を担い、常に施設サ

ービスの充実と効果的・効率的な運営を追求してまいりました。   

平成18年6月には、それまでの「受託者」から「指定管理者」へと立場が変わり、京都府から預か

る資源（施設設備や指定管理料）を最大限に活用し、より質の高い福祉・医療サービスを提供する 社

会福祉法人としての役割が求められるようになりました。 

 

他の法人との差別化や主体性ある運営・経営が求められる中、私たちは指定管理期間の5年を一

つの区切りとして経営改善計画や中期運営計画を策定し、法人の意志や方向性を示すとともに、次

期選定に向けて着実に実績を積み重ねてまいりました。   

 

令和3年度から令和7年度までの5年間を期間とする「中期運営計画」においては、３つの将来ビ

ジョン : ①利用者一人ひとりの満足度の向上を追求し続ける事業団運営、②地域や企業、大学など

様々な主体とともに歩み続ける事業団、③人・財力を高め、強固な組織へと進化し続ける事業団を

掲げ、その実現に取り組んでまいりました。 

 

この間、各事業所での利用者支援のみならず、コロナ禍への対応をはじめ、地域における発達障

害や高次脳機能障害に対する専門的支援、地域生活への移行に向けた居宅生活訓練等の支援、退

所後のアフターケアの充実を図りました。近年では「妊娠・子育て相談センター」や「福祉・医療総合

相談センター」を新設するなど、時代の変化とともに多様化する府民ニーズに即応し、京都府のセー

フティネットとしての役割を果たしながら、描いたビジョンを着実に達成してまいりました。 

 

（２） 複雑化する社会課題への直面と法人の果たすべき役割   

しかし、社会情勢に目を転じますと、加速する少子高齢化に伴う利用者ニーズの複雑化をはじめ、

世界情勢や気象変動に起因する物価の高騰、激甚化する自然災害の脅威など、私たちの生活を揺る

がす課題が山積しています。また、新型コロナウイルス感染症が5類へ移行した後も、福祉・医療の現

場においては新興感染症や再興感染症のリスクが常態化しており、継続的な警戒と体制強化が不可

欠な状況にあります。  

 

その中でも、多くの方々が当法人の運営する施設を必要としてくださっています。利用される方々

の背景には複数の複雑な課題が絡み合っており、私たち職員は自らの知識やスキルを尽くすことは

もちろん、行政や学校、他施設など多様な関係機関と力を合わせて解決に努めてまいりました。時に

は、法人内の施設同士が連携して支援にあたるケースも増えています。   

  

こうした実績と経験を踏まえ、今後はより一層さまざまな機関との強固なつながりを基盤とした

「包括的な支援」を行う法人へと進化すること、そして「地域共生社会」を牽引していくことこそが、私

たちが担うべき次なる役割であると考えています。 

 

（３） 50周年という節目と「未来への礎」   

このたび、当法人は令和8年4月から令和12年度末までの5年間、６つの府立施設を運営する指定

管理者として引き続き京都府から選定されました。これに伴い、新たな指定管理期間と連動する次期

「中期運営計画」を策定いたします。  
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この5年間は、当法人にとって「設立50周年」という大きな節目を迎えるとともに、全国社会福祉

事業団協議会全国大会の開催担当という大役を控える特別な期間です。私たちはこの期間を、これ

までの歴史を次世代へつなぎ、職員一同が新たな挑戦に臨む「未来への礎」と位置づけます。 

 

（４） ウェルビーイングと包括的支援の実現に向けて   

本計画の策定にあたっては、令和6年度後半より職員で構成する「KSJ未来づくり20人委員会」を

設置し、これからの5年間で私たちがめざすべき方向性について議論を重ねました。   

また、時期を同じくして、職員の行動指針であります「職員倫理綱領」を約２０年ぶりに改正するこ

ととして検討を行いました。従来の倫理綱領に、価値観や倫理観に言及した内容を加え、現代の福

祉・医療にふさわしい職員の姿勢が明確になるように、特に以下の4点を重視して見直しています。 

  ①法令遵守と高い倫理観の明記  

  ②職員の一体感を強調 

  ③人権尊重の範囲拡大  

  ④地域共生社会の実現 

 

新しい倫理綱領は、全職員に内容と改正趣旨を説明し、その遵守を宣言してもらいました。   

今後は、入職時に遵守の宣言をしてもらうこととします。 

 

職員が中心となるKSJ未来づくり20人委員会での検討や倫理綱領の見直しを行う中で、これまで

の中期運営計画の達成を土台としつつ、単に「制度として守る（Welfare）」だけでなく、「その人の

人生の質を高める（Well-being）」支援へと視点を広げて、新たな基本理念及び中期運営計画の策

定に至りました。   

 

当法人が有する36種類の専門職による知見と、児童から高齢者・障害者・医療に至る多様な施設

機能を結集し、制度の隙間を埋める「包括的な支援」を強力に推進します。これまで以上に京都府及び

京都府立医科大学との連携をより強固なものとし、職員一丸となってこの理念の深化を図り、地域社

会から深く信頼される福祉・医療の実現に向けて、日々の実践を通じてともに歩んでまいります。 
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（５） 新たな倫理綱領 

 

 

京都府社会福祉事業団職員倫理綱領2025 (令和７年１２月策定) 

 

私たち京都府社会福祉事業団の職員（以下「職員」という）は、法令を遵守し、この倫理綱領をもって、

私たちの職務上の行動規範とし、全職員が共通の価値観と、より高い倫理観を持って、最善の福祉・

医療サービスを提供します。 

 

第１  人権の尊重及び擁護 

職員は、利用者の出身、性別、年齢、国籍、障害、性的マイノリティ、思想・信条、その他いかなる理由に

よっても差別せず、その基本的人権を尊重し、擁護しなければならない。 

 

第２ 虐待の禁止 

職員は、人権尊重及び擁護に基づき支援を実践する中で、あらゆる虐待行為（不適切行為を含む）を

行ってはならない。 

 

第３  安心・安全で良質なサービスの提供 

職員は、日々の実践を検証し、事故を防止するとともに、利用者に安心、安全、良質なサービスを提供

しなければならない。また、利用者からの意見等については、傾聴に努め、速やかに課題解決にあた

らなければならない。 

 

第４   自己実現の尊重と自立に向けた支援 

職員は、利用者の個性、障害の状態を正しく理解、認識し、自己決定権を尊重し、その持てる可能性を

十分発揮できるよう、利用者の課題解決に取り組み、最善の利益を追求しなければならない。 

 

第５   個人情報及びプライバシーの保護 

職員は、利用者のすべての個人情報およびプライバシー等の保護、秘密の保持、財産の管理を適切に

行わなければならない。 

 

第６   利用者の地域生活支援・社会参加の促進 

職員は、利用者が社会の一員として生活していくために必要な情報や知識を得られるよう支援する

とともに、地域との交流を促進し、利用者の地域活動への参加を積極的に支援しなければならない。 

 

第７   地域共生社会の実現 

職員は、地域社会の一員として、地域に暮らすすべての人が尊重され、誰ひとり取り残されることの

ないよう、地域住民、団体、行政と一体になって、誰もがその生きる力や可能性を発揮できる地域づ

くりを進めていかなければならない。 

 

第８   専門性の向上 

職員は、京都府における福祉・医療に携わる者として、社会的使命とその役割を自覚し、専門的知識 • 

技術の向上を目指して、進んで自己研鑽に努めるとともに、責任ある社会人として行動しなければな

らない。さらに、職員は、多様な事業を運営する事業団の特性を理解し、福祉・医療の先導的、先駆的

役割を果たさなければならない。 
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（６） 策定の経過 

 

   KSJ未来づくり20人委員会が描く「5年後の私たちの姿」   

 令和6年11月に、「KSJ未来づくり20人委員会」を設置して中期運営計画の策定への意見交換や

イメージ作成等を行いました。 

 

① 福祉＆医療連携チーム（児童の部・成人の部） 

  指導層の職員がメンバーとなり、自施設をスタート地点として、持てる機能や力をどう地域に広

げ、法人内の他施設とどう繋がって進めていくか検討してもらいました。 

  →基本理念の軸となる考え方や、ロードマップで示す取組みにつながりました。     

 ア. 【児童の部】 5年後の到達イメージ  別紙① 

 イ. 【成人の部】 5年後の到達イメージ  別紙② 

 

※  検討時点では、児童の部と成人の部とは分けていますが、将来的には一本化させていきたい

と考えています。 

 

② ネクストメンバー 

加入に立候補した職員と、若手職員を中心にメンバーとなり、5年後といわず20年、50年後に

はどんな法人でありたいか、自由な発想で検討してもらいました。 

  →基本理念の見直しやキャッチフレーズ、イメージロゴ、新規事業等につながりました。 

 

③ 施設運営チーム 

管理職層の職員がメンバーとなり、それぞれの施設でも施設長を含めたメンバーでチームを構成

し、リーダーとなって、前期の中期運営計画の目標達成度の総括や、SWOT分析、次の指定管理に

向けた事業計画・予算の検討など、活動してもらいました。 

        →前期中期運営計画の総括・次期指定管理における事業計画・予算の策定・中期運営計画のロー

ドマップを作成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■■KSJ未来づくり20人委員会 活動の様子■■■ 

福祉＆医療連携推進チーム（成人の部） 福祉＆医療連携推進チーム（児童の部） 

←1４ページ以降に掲載 
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ネクストメンバー 

※ 施設運営チームは、管理職がリーダーとなり 

施設ごとの計画を作成いたしました。 

ネクストメンバーによる  

マーブルデザイン製作ワークショップの様子 
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２ 計画期間 
  令和８年4月1日～ 令和13年3月31日 5年間 

   （2026年度～2030年度）      

 

３ 新たな基本理念と基本方針 

  

  【基本理念】New 

わたしたちは 

だれもが分け隔てなく 

希望をもって幸せに暮らせるよう 

包括的な支援により 

地域共生社会の実現をめざします 

 
（運営する施設は、措置施設など京都府におけるセーフティネットの役割を担う公的施設です。どの

ような方も区別することなく受けとめ、その人らしい主体的な生活をめざす支援を行うことが、私た

ちの使命です。 

    また、児童・高齢・障害・生活困窮・医療といった多様な分野の施設や事業を運営しており、それ

ぞれの連携・協働や、36種類の専門職による職員間連携を通じて、包括的な視点から支援に取り組

みます。こうした施設運営を通じて、地域共生社会の実現をめざすことを基本理念とします。） 

    

 

 

 

 

 

 

 

marble   さまざまな色が彩りあう 

マーブルな社会へ 

 
マーブル のデザインを、基本理念と併せて法人の新しいアイデンティティとして 

職員に周知し、ともに実現をめざします。 
 

単一の色に染まらない「多様性の共生」や「境界の曖昧さ」を象徴します。異なる色が完全に混ざって均一化

するのではなく、それぞれの個性を保ったまま渦を描くように共存する状態を意味します。 

これは、境界線で人を分断せず、「違いを排除せず、均一化もせず、混ざり合いながら共存する」という現代

のインクルーシブ（包摂的）な社会観を表しています 

 

（本デザインはネクストメンバーがワークショップで製作） 
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   【基本方針】 

１．公的責任の遂行と福祉・医療施策への貢献 
府立の福祉・医療施設を運営する法人として、公的責任を果たし、京都府における

福祉・医療施策に貢献していきます。 

 

２．尊厳と権利を守る質の高いサービスの提供 
関わるすべての方々の尊厳と意思を尊重し、その権利を擁護します。 

 

３．地域との連携・協働による信頼の構築 
多様な主体と連携・協働し、災害対応も含め、地域に信頼される運営を推進します。 

 

４．人財育成と職員支援体制の充実  
京都府内の福祉・医療に携わる専門職人材の育成・確保に取り組み、地域のセーフ

ティネットを担う人財を育てます 

 

上記基本方針は、平成16年3月（第57回理事会）策定の基本理念(従前の基本理念)を踏襲してい

ます。これまでの基本理念は、法人の姿を示していますが、めざす方向性や未来・価値観等を示して

いるかと言われると疑問に感じており、改正を検討したこともありましたが、今回全職員にアンケー

トで意見を聞きました。（回答率：4割弱）             

その結果、見直しを希望する意見は半分であり、ネクストメンバーとも意見交換を行った末に、完全

に削除せず、基本方針として残すこととしました。        

                                                                       

基本理念… 法人の価値観やめざす方向性を示すもの 

基本方針…  基本理念実現のための行動の方向性を示すもの 

 

 

４ 計画内容 
 

（１） 名 称  「KSJ MASTER PLAN2026ｰ2030」   

           愛称： 「marble Plan (マーブルプラン)」                                   
                            

指定管理者制度の事業計画との関係や進め方の全体像は以下の図のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
毎年度の事業計画に落とし込み、PDCAによる着実な実行に向けた進捗管理を行います。制度の改正

や社会情勢等を踏まえて、計画内容や目標数値は柔軟に変更していきます。 
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（２） KSJが行う包括的支援とは 

当法人では、児童から高齢・障害・生活困窮・医療に至る多様な種別の施設が、それぞれの持つ

専門性を結集し、利用者や地域住民の状況や課題、ライフステージや制度の縦割りの枠を超えて、

切れ目のない一貫した支援を行うことをめざします。「相談」「サービス提供」「移行支援」「事後フォ

ロー」とこれらはどの施設においても、そして施設間で連携し、法人における４つのスタンダードと

して取り組んでいくこととし、それが、新たな基本理念に掲げたKSJが行う包括的支援です。 

〇相談（入口・発見） 地域のSOSをキャッチして、適切な支援へとつなぎます。 

 ・福祉・医療総合相談センターを中心とした、法人の相談支援部門による相談対応を行います。 

 ・こども発達支援センターや桃山学園による障害児の相談対応と、地域の支援ネットワークとの

連携を行います。 

〇サービス提供（専門的支援）対象者の生活と育みを直接支えています。 

・福祉・医療の各施設において、児童から成人までを対象に法律に基づいた支援を行います。 

・発達障害のある方、高次脳機能障害のある方、強度行動障害のある方への支援を充実させま

す。 

・法人内にある多様な資源（リソース）の組み合わせで、より困難なケースや新しいニーズにも対

応します。 

〇移行支援（架け橋）「施設から地域へ」地域生活に向けた支援を行います。    

・桃山学園のサテライトグループケア事業や地域小規模児童養護施設での支援などを通じて、地

域での家庭養育を推進します。 

・児童期から成人期へと成長・移行する際にも、途切れることのないシームレスな 障害児への医

療支援をめざします。 

・洛南寮救護施設や東山母子生活支援施設などにおいて、地域での生活に向けた準  備期間（プ

レ地域生活体験）を支援します 

〇事後フォロー（地域定着） 地域での生活も施設支援から形を変えて支援します。 

・就労支援事業所の運営や、法人内での雇用を支援します。 

・施設を退所した後の生活を見守り、継続的な関係を築くことで、地域生活への定着を支えます。 

・誰もが地域で活き活きと暮らせる「場」を創出するため、グループホームの設置などを検討しま

す。 

 

 

これらの４つの支援を法人のスタンダードに位置づけます。 

これが、地域共生社会をめざすために行う 私たちKSJの”包括的支援“です。 

 

制度として守る「Welfare」だけでなく、支援する側から共に歩む視点へと変えて 

その人の人生の質を高める「Well-being」を実現するために… 
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上記、包括的支援（４つのスタンダード）を土台に、さらなる社会課題の解決に向けて、 

次項に掲げる『4つのKSJイノベーション』に挑戦します。 

 

 

 

 

地地域共生社会をめざして 
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 （３） ４つのKSJイノベーション（変革） 
   「KSJの包括的支援」を土台として、これからの5年間では、以下の『4つのKSJイノベーション』

に挑戦します。だれもが分け隔てなく暮らせる社会（マーブル）をめざす私たちのこれらの挑戦は、

国連が提唱する『誰一人取り残さない』持続可能な開発目標（SDGs）の達成にも貢献することか

ら、それぞれの具体的な取組みごとに、特に目標3（健康と福祉）、目標4（教育）、目標8（経済成長

と働きがい）、目標10（不平等をなくす）、目標11（住み続けられるまちづくり）の実現に繋げるよ

う表記しています。 

 

 

              ４つのイノベーションを柱に、5年間の具体的な取組みをロードマップ 

               としてまとめた中には、それぞれにSDGｓの目標と連動させていま

す。 

 

 

 

 
  （多様な主体とのパートナーシップを通じてこれらの変革を加速させるため、令和7年度より『地方創生SDGs官

民連携プラットフォーム』に加入し、本計画と連動した活動を展開するように進めることとしています。 

 

 

（４）  5年間のロードマップ 

 

   別添 法人全体版・施設版 のとおり       

４つのInnovation（変革） 5年間での主な取組み 

１ 地域の複合課題

への対応力を高

める 

 

①プレコン・妊娠から子育て障害児

支援ネットワークまでの包括的支援

（児童分野） 

 

②福祉・医療が支える成人期への包

括的支援（成人分野） 

③誰もが地域で活き活きと暮らせ

る「場」の創出 

 

・妊娠・子育て相談センターの運営 

・桃山学園 サテライト型小規模GC、地域小規模児童養護施設の

設置 

・こども発達 中核的機能の発揮   

・東山 特定妊婦の受入れ 

・福祉・医療総合相談センターによる施設間連携 

・ロコモセンター、高次脳機能障害支援センター 開設 

・就労継続支援A型事業所等の開設 

・グループホームの開設  など 

 

２ 災害・感染症か

ら施設と地域を

守る力を 

強める 

 

④自然災害に対する体制の強化 

 

 

⑤新興感染症に対する体制の強化 

 

 

・有事を想定した防災訓練・防災フォーラム等の開催 

・市町村や他法人との連携強化 

・地域住民の受入れも想定した備蓄品準備/施設整備の実施 

・地域における感染症発生動向の収集 

・感染管理認定看護師の養成  など 

 

３ 多様な専門性

を活かし地域の

サポート力を伸

ばす 

 

⑥多様な組織との連携体制の構築 

 

⑦地域を支える組織や人を育成す

る仕組みづくり 

 

 

・発達障害、高次脳機能障害等の支援機関に対する人材育成 

 

・専門性スキルバンク・講師派遣事業の実施 

・KSJ人材研修センターの開設        など 

４ 地域とともにあ

る事業団の組織

力を固める 

 

⑧法人の歴史をつなぎ、ともに育む

組織文化づくり 

⑨安定的なサービス提供に向けた

人材の確保と定着 

⑩働きやすさを高める処遇や業務

の改善、DX化による生産性向上 

 

・法人設立50周年（R⑨）記念事業の実施 

・全国社会福祉事業団協議会全国大会の開催 

・外国人や障害者など新たな雇用の創設 

・業務の棚卸、標準化、簡素化の推進 

・職員処遇の見直し 

・DX化の推進 など 
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５ 数値目標 【法人共通】  

 

【法人共通指標】 

  ・他機関との強固なネットワーク構築に向けた合同カンファレンスの実施回数 増 

  ・行政・自治体との密接な連携による地域支援の取組み実績数 増 

  ・「FUKUSHIつながるクリエイト」を通じた新たな価値創造の企画数 増 

・地域住民・団体との共助による合同災害訓練の実施回数 増 

・財務基盤の強化：自立的な経営に向けた利用収入の伸長 

       持続可能な運営のための収支バランスの適正化    収支差額0円 

       効率的運営による指定管理料の単費抑制    ▲116,023千円 

  ・生産性向上とDX推進による時間外勤務時間（平均7.2時間）の縮減  前年比5％減 

  ・法人の専門的知見の地域還元：外部講師派遣実績（件数・時間） 増 

  ・地域共生社会の啓発：出前講座および外部向け講演会の開催回数 増 

  ・ダイバーシティの推進：女性管理職比率 ４０％の達成 

  ・キャリア形成の支援：女性役職者比率 ６０％の達成 

  ・ワークライフバランスの充実：男性職員の育児休暇取得率の向上 １００％ 

  ・組織の安定性向上：正規職員の離職率（R7 4.6%）の抑制  8%以下の維持 

  ・定着支援の強化：新規採用職員の離職防止(R7離職率0%）1年以内の離職率 5％以下の

維持 

  ・未来の福祉人材の確保：採用試験応募者数の増加 前年度比１０％UP 

  ・働きやすい職場環境の整備：有給休暇取得率（R7 60.4%）の向上  55％以上の維持 

 

【施設個別指標】・各施設の特性に応じた事業実績 

    心身障害者福祉センター（障害者支援施設）：平均入所者数47名 

    心身障害者福祉センター（ひまわり）：平均利用者数/日 5名 

    心身障害者福祉センター附属ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院：平均入院患者数/日 20名・ 平均外来患者

数/年16,163名・ 診療報酬月額 30,00

0千円 

    洛南寮 養護老人ホーム：平均入所者数80名・ 介護保険契約者数20名 

    洛南寮 救護施設：平均入所者数95名 
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    東山母子生活支援施設：平均入所世帯数１７世帯（一時保護1世帯） 

    視力障害者福祉センター：在籍者数20名・計画件数/月16名・臨床実習施術者数/月14名 

    桃山学園 障害児入所施設：平均契約児童数8名・平均入所児童数16名（合計24名） 

                      短期入所児童数/年108名 

    桃山学園 児童養護施設：平均入所児童数２８名 

    こども発達支援センター：児童発達 平均通所児童数/日 22.2名 

                     重症心身障害児 平均通所児童数/日 0.13名 

                     居宅訪問 平均利用児童数/日 0.8名 

                     障害児相談 延べ利用児童数/年 527名 

                     保育所等訪問 平均利用児童数/年 10名 

                     放課後等デイ 延べ通所児童数/年 1,971名 

                     診療所 延べ診察児童数/年 10,708名 

     

 

 

 

 

 

H４ 制定の略称             R3 変更した略称 

   K （希望）                 K （希望） 

   S （さわやか）              S （しあわせ） 

   J （事業団）                 J （事業団） 

 

 

    

 

 

 

 

KSJの略称もリニューアルいたします 

K（kind   : 思いやりある） 

S（safe   : 安心・安全な） 

J (joyful: 喜びを育む) 

事業団 
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ア. 【児童の部】5年後の到達イメージ 

 

～地域に開かれ、専門性が循環する「子育ち・子育ての拠点」～  

施設が地域社会とシームレスに繋がり、子どもたちや子育て家庭の「身近な拠り所」として機能してい

る温かな風景を描きました。めざすは、法人連携による児童家庭支援センターの設置です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （ア） 施設機能の拡充 

 ハード面では「サテライト型小規模グループケア」や「地域小規模児童養護施設」を整備し、地域の中で子ど

もたちがより家庭に近い環境で暮らしています。またソフト面でも、特定妊婦の受け入れ体制や、親子関係

を育む母子ペアレントトレーニングが充実し、妊娠期からの切れ目のない支援を形にしようとしています。 

  （イ） 相談・子育て支援  

各施設は、基本である入所・通所機能に加え、児童相談所の機能補完や障害児の相談窓口等を担い、いず

れは法人連携による児童家庭支援センター設置をめざします。また、こども食堂の開催や不登校支援など、

「地域の居場所づくり」にも積極的に取り組んでいきます。 

  （ウ） 人材育成  

未来の京都の福祉人材育成のため、実習やインターンシップの受入れ、地域の機関や支援員への研修を行

えるように、性教育等専門分野の研修の充実や専門職の施設間派遣、京都府立医科大学附属病院への短

期研修や他法人との人事交流も積極的に行おうと考えています。 

  （エ） 専門機関や地域・法人全体との連携  

地域へ園庭や共有スペース等を解放し、保護者向け学習会や地域参加型イベントの開催することで、誰もが

気軽に相談できる開かれた関係性を築くことをイメージしています。また、セラピストや公認心理師などの

専門職が積極的に地域で研修を実施することや相談を受ける等で、法人の専門的知見を地域に還元する

こともめざしています。さらに、学校との進路・就職に関する連携や、成人施設との連携など推進し、成人施

設のカフェ利用、モノづくり体験、パラスポーツの体験など、多様な機会を子ども達に提供できるように、

法人内の成人部門施設との交流も活発にしていくことをイメージしています。 

別紙① 
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イ. 【成人の部】5年後の到達イメージ 

～専門職が縦横無尽に活躍し、地域福祉を牽引する「総合プラットフォーム」～ 

新設の「福祉・医療総合相談センター」をハブとして、医療と福祉のプロフェッショナル達が、法人内外

でその力を発揮し、地域全体の福祉力を底上げしている姿を描きました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （ア） 施設機能の拡充  

施設内での中間就労訓練から就労継続B型事業の新設などへ繋げ、利用者自身が「働く喜び」を通じ、将来

の希望を感じてもらうことを後押ししたいと考えています。 

医療と福祉の連携も深まり、リハビリ病院での土日リハビリの実施や、視力センターでの支援機器相談サロ

ンの開設、パラスポーツ選手のトレーナー活動など、各施設の強みを発揮したセーフティネットが充実して

います。洛南寮での通所事業の導入など、新たな挑戦も始めることをイメージしています。 

      （イ） 相談・生活支援  

「福祉・医療総合相談センター」が機能し、介護・医療・福祉などあらゆる相談が集まるプラットフォームを整

備したいと考えています。施設で待つだけではなく地域へ出向き、健康講座や介護技術講習の開催、小中

学校での車イス講習など、地域の取り組みに積極的に参画しようとしています。 

      （ウ） 人材育成 

専門職の力を、法人内外で存分にシェアされる未来、それが実現可能となるように職員自身の自己研鑽も

想定しています。セラピストの京都府立医科大学附属病院への短期研修や、他法人との1年間の人事交流

など実践現場での研修により、医療・福祉の専門性向上に努めます。 

また、歯科衛生士による口腔ケアや栄養士による栄養指導、発達障害に関する専門職員による研修の開催

に加え、精神障害（統合失調症など）の方も暮らす洛南寮において、個別支援計画へのスーパーバイズを行

うなど、専門職の派遣による継続的な相互育成を行いたいと考えています。 

別紙② 

15



   （エ） 専門機関や地域・法人全体との連携  

就労系事業所や、地域の相談支援事業所、病院、保健所、NPO法人などと強力なネットワークを構築したい

と考えます。 

施設内サービスの提供にとどまらず、退院や就労を含めた地域生活への移行支援、ひいては地域福祉全体

の向上を力強く支えています。 

さらに、児童施設を退園した後の進路として、成人の施設（あしはらの丘など）が清掃やカフェでのジョブト

レーニングの受け皿となるなど、児童から成人、そして養護老人ホームや救護施設へと、法人の多様な施設

がタッグを組んで「一人の人生を丸ごと支える」体制を描きたいと考えています。 
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